
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

市民人権局/人権推進課局・課名／　　

1,237 1,240

70

人権擁護委員協議会負担金

033

事業内容

関連事業

整理番号 07

人権相談を担当している各部署との情報交換を通じ人権課題の共有化
をはかるとともに、相談業務を担当している職員のスキルアップをは
かる。また、市長が推薦した人権擁護委員が堺人権擁護委員協議会の
会員として、人権意識の普及、向上をはかるための様々な活動を支援
する。

事業目的

様々な人権課題に対応すべきシステムの構
築と職員のスキルアップが益々要求される。
身近な市民の相談の場である人権擁護委員
活動をさらに充実させ、地域や各種団体と連
携を深めていく必要がある。

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

その他

合計

人権相談のスキルアップをはかるために外部講師を招いて研修会を実
施する。人権擁護委員のスキルアップや活動を普及促進するための事
業を支援する。

1,307 1,307

内容・積算等

67

23年度要求額

講師謝礼、郵送料

(単位　千円)

平成21年度決算額事 業 名 人権相談ネットワーク事業

主な要求内容 （単位：千円）

人権相談ネットワーク関連

平成22年度予算額 平成23年度要求額

1,3071,307

全体事業費

項目

市民の人権相談は多様化するとともに課題も複雑化し、相談業務を担う職員のス
キルアップが益々必要とされてきており、そのための研修にかかる経費について
は、前年度と同額で要求した。

22年度予算

平成16年4月に人権相談庁内ネーットワー
ク会議を設立し、いつでもどこでも誰でも
相談を受けることができる体制を整備す
る。昭和41年4月に人権擁護委員協議会
を設立。

相談業務のネットワーク会議の充実と職
員のスキルアップを図る。人権擁護委員
活動をさらに発展させ憲法週間キャンペー
ンや平和と人権展等において、市や堺市
人権教育推進協議会と連携協力をさらに
深めていく必要がある。

【経過（～22年度】 【23年度】

1,257事 業 費

事業期間 　H16　～　H　　


